
2021(令和3) 年 3 月

2021(令和3)年度 2030(令和12)年度

１．事業概要

（１） 事業の現況（2019（令和元）年度末）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

（複数選択可）

％

③ 料　金

＜料金表＞ 「※１ヶ月あたりの料金（消費税を含む）」

区分 金額

法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

全部適用

20,020円

36,300円

別に管理者が
定める額

管 路 延 長

1962( 昭 和 37) 年 5 月 1 日

水 源

41,030

金額

1,980円

1,100円

660円

40ミリメートル

50ミリメートル

75ミリメートル

100ミリメートル

125ミリメートル以上

1㎥から20㎥まで

21㎥から50㎥まで

51㎥から100㎥まで

99円

計 画 給 水 人 口 101,300

現 在 給 水 人 口 94,178

464.78
千ｍ

7,590円

7

4,290円

㎥／日

2002( 平 成 14) 年 4 月 1 日

基本料金（メーター1個につき） 従量料金（1㎥につき）

口径 従量

13ミリメートル

一般用

20ミリメートル

25ミリメートル

30ミリメートル

330円

159.5円

264円

四街道市水道事業経営戦略

料 金 改 定 年 月 日
（ 消 費 税 の み の
改 定 は 含 ま な い ）

施 設 利 用 率 62.8%

施 設 数

策 定 日 ：

浄水場設置数

配水池設置数

3

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力

本市の水道料金は、口径ごとの基本料金に加えて、累進的な従量料金で構成されています。
現行の料金については、2002（平成14）年度に総括原価方式における算定期間を3年として、資産
維持費を3%と見込み、平均改定率30％の改定を実施したものです。料金体系については下表のと
おりとなります。（消費税については随時改定しています）

なお、本市の水道料金は、一般的な家庭に設置されている口径20mmで一月に20㎥使った場合に
2,640円となり、県内平均4,080円を大きく下回っています。

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

四街道市

水道事業

計 画 期 間 ： ～

2.55

供 用 開 始 年 月 日

101㎥以上 341円

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他
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④ 組　織

（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

2017（平成29）年4月より下水道事業に地方公営企業法を全部適用したことから、水道事業と下水道事業が組織を統合し上下
水道部となり現在に至っています。
上下水道部の組織体制は1部3課（経営業務課、水道課、下水道課）で構成されており、部全体で27名、うち水道事業は16名と
なっています。（事務職11名、技術職5名、定年後再雇用された再任用職員を含む平均年齢は45.75歳）

これまでの主な経営健全化の取組

・民間活用
　料金徴収・検針業務、浄水場運転管理等において、外部委託を進め、職員数の削減や、経費の縮減に努めてきました。

・組織体制
　2017（平成29）年度より下水道事業に地方公営企業法を全部適用したことから、効率的な事業の運営と市民サービスの向上を
図るため、組織を統合し上下水道部として一体的に業務を実施しています。

・企業債の繰上償還
　公的資金補償金免除繰上償還の制度により、利率7%以上の企業債の償還を実施し、企業債利息の軽減を図りました。

経営比較分析表については、別紙１のとおりです。

上下水道部組織図

施設係

下水道課 管理係

建設係

上下水道部 経営業務課 事業管理係

財務経営係

水道課 工務係
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２．将来の事業環境

（１） 給水人口の予測

給水人口は、四街道市人口ビジョン（2020（令和2）年2月改訂）及び水道施設基本計画（2021（令和3）年3月策定）による推計を
基に算出しています。
その結果、給水人口はピークとなる2030（令和12）年度まで微増し、その後は減少傾向と見込んでいます。

推計方法等については、以下のとおりとなります。

「行政区域内人口（常住）→給水区域内人口→給水人口」

行政区域内人口については、四街道市が2020（令和2）年2月に策定(改訂）した四街道市人口ビジョンに基づいており、近年に
おいても人口が増加している本市の状況を踏まえて、2030（令和12）年を人口のピークとして緩やかに減少していく見込みと
なっています。
給水区域内人口については、「行政区域内人口－市内給水区域外人口＋市外給水区域内人口」で計算されており、最新の実
績を用いています。
給水人口については、「給水区域内人口×普及率」で推計しており、普及率については計画期間内に100%となる見込みとして
います。

・参考
2019（令和元）年度行政区域内人口：92,688人、給水人口：94,178人
2030（令和12）年度行政区域内人口：94,200人、給水人口：96,030人（行政区域内人口・給水人口のピーク）
2040（令和22）年度行政区域内人口：92,700人、給水人口：94,520人

※市内の給水区域外人口（四街道市めいわ5丁目）より市外の給水区域内人口（千葉市御成台）の方が多いため、行政区域内
人口より給水人口が大きくなります。
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（２）

（３） 料金収入の見通し

料金収入は、水需要の予測に比例して推移する見込みです。
なお、現在の水道料金が継続した場合の推計となります。

推計方法等については、以下のとおりとなります。

「有収水量（生活用水+生活用水以外）×供給単価」

有収水量は上記水需要の予測における推計を、供給単価については2019（令和元）年度の実績を用いています。

水需要は、給水人口の増加傾向が見られる一方で、一般家庭の使用水量の減少傾向が続いています。
その結果、水量は2024（令和6）年度にピークを迎え、その後徐々に減少する推計となっています。

推計方法等については、以下のとおりとなります。

「（生活用水+生活用水以外）/有収率」

生活用水（一般家庭）：過去の実績から推計した一人一日あたりの水量×給水人口（上記予測）
生活用水以外（業務、工場など）：最新の実績から推計した一日あたりの水量＋今後予定されている新規の水需要

なお、有収率については、有効率から無収率を引くことで求めており、過去の実績から有効率は95%を維持、無収率は0.3%と設
定しています。
また、一人一日あたりの水量は節水機器の普及や生活スタイルの変化から減少を続けており、2009（平成21）年度の292ℓから
2019（令和元）年度には274ℓまで減少しています。

水需要の予測
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（４）

（５）

３．経営の基本方針

本市では、四街道市総合計画の基本構想において、人と人をつなぐ、地域と地域をつなぐ、世代と世代をつなぐ、そして過去か
ら現在、未来へとつなぐという「つなぐ」視点を大切にして、持続可能なまちづくりを推進することとしています。この本市のまちづ
くりの視点は、上下水道事業においても、将来に向けた安全・安心の持続、施設・経営面での持続の観点から、今後の事業運
営における重要な視点として捉えています。
このことから、本市上下水道事業は、その役割を将来にわたり責任を持って引き継がなければならないという使命のもと、2019
（平成31）年3月に策定した四街道市上下水道事業ビジョンにおいて、「未来につなぐ安全と安心」を基本理念として掲げていま
す。
また、この基本理念のもとに、「持続」、「安全」、「強靭」の３つの視点から基本方針を設定しています。

職員数は上下水道部全体で27名、うち水道事業は16名となっており、業務量の指標である職員一人当たり給水人口や有収水
量は全国的に見ても多いものとなっています。
再任用職員などのベテラン職員の活用や業務の委託・効率化などにより職員配置の適正化・業務の効率化に努めていますが、
安全で強靭な水道事業を持続していくため、長期的な視点で人材の確保に努めていきます。

組織の見通し

投資・財政計画に基づき、資金残高は減少傾向となる見込みです。

新規事業に対しては企業債を充てることで対応していますが、受水費等の経常的な費用の増加も見込まれているため、現在の
水道料金を維持した場合の資金残高は厳しい状況にあります。

資金残高の見通し
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画） ： 別紙2のとおり

　

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標

・有収率（2019（令和元）年度：94.3%→2030（令和12）年度：94.3%→長期目標：94.3%）
　本市の有収率は令和元年度末実績で94.3%となっており、全国的に見ても高い数値です。今後
も、管路更新と管路修繕を組み合わせて効率的に有収率を維持します。

・管路耐震適合率（2019（令和元）年度：33.3%→2030（令和12）年度：43.1%→長期目標：100.0%）
　本市の管路全体の耐震適合率は令和元年度末実績で33.3%となっており、全国的に見て平均的
な数値です。今後も、計画的・効率的に管路更新を実施し、耐震性の向上に努めます。

・基幹管路耐震適合率（2019（令和元）年度：58.9%→2030（令和12）年度：71.4%→長期目標：
100.0%）
　本市の基幹管路の耐震適合率は令和元年度末実績で58.9%となっており、全国的に見ても高い
数値です。今後も、計画的・効率的に管路更新を実施し、耐震性の向上に努めます。

本計画期間中の事業については、2020（令和2）年度末に策定した「四街道市水道施設基本計画」に基づいています。
当該計画は、本市の浄水場や管路の将来を検討するにあたって安全な水運用を持続することを第一目的としていますが、更新
事業の検討にあたっては、水需要の推計やアセットマネジメントの視点を用いることで最適な規模による更新を見込むとともに、
効率的かつ効果的に施設を管理・更新するものとなっています。
なお、計画期間内に見込まれている事業については以下のとおりです。

【更新】
〔施設・設備〕
　・第1浄水場の配水池の更新
　　第1浄水場の配水池について、水運用の検討結果に基づく適正な規模による更新を実施します。

　・浄水場施設の経常的な更新
　　浄水場施設は耐用年数が短い施設が多いため、多くの施設が計画期間中に更新時期を迎えますが、耐用年数だけでな
　く実際の老朽具合を見極めて更新を行います。

〔管路〕
　・重要給水管路
　　市の防災計画に位置付けられている重要施設などに向かう管路の更新・耐震化を実施します。

　・基幹管路（水道本管、導水管）
　　市内における大口径管路や井戸から浄水場へ向かう導水管など基幹的な管路の更新・耐震化を実施します。

　・老朽管路等の経常的更新
　　市内における老朽化した管路などの更新・耐震化を実施します。

【新設】
　・送水管および関連施設の新設（第2浄水場から第1浄水場へ）
　　本市の水源は、井戸からくみ上げる地下水と浄水された水の受水（表流水、用水供給事業を行っている印旛広域水道より
　受水）となっていますが、第1浄水場は地下水のみの単一水源となっています。浄水場が複数の水源を確保することは、安
　全・安心な水道水の供給や災害対策の観点からも水運用の安定につながり、将来にわたって水道事業が安定して持続し
　ていくことに必要であるため、第2浄水場から第1浄水場に送水管を布設し、水源の多元化を図ります。
　
　・第１、第2、第3浄水場において混合井を新設
　　本市では、八ッ場ダムおよび霞ヶ浦導水の完成に従って、暫定的に地下水のくみ上げを許可されていた暫定井戸を廃
　止・縮小して、表流水を受水することとなっています。
　　その際、これまで1割程度であった表流水が大幅に増えることから、地下水と表流水の水質や水温を均質化するため、各
　浄水場に混合井を設置します。
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

目 標

・資金残高の水準（対給水収益）（2019（令和元）年度：291%→2030（令和12）年度：50%→長期目
標：50%）
　本市の年間給水収益に対する資金残高は2019（令和元）年度末実績で291%となっており、全国
的にも高い水準にあります。
　今後は、施設への投資や費用の増加により資金の流出が続くため、資金残高の減少が見込まれ
ていますが、災害等緊急時の運転資金として年間給水収益の50%維持を目標とします。

・企業債残高（対給水収益）
　将来世代への負担の先送りとならないように、本市の年間給水収益の200%を企業債残高の上限
目標とします。

②　収支計画のうち財源についての説明

・給水収益
　「２．将来の事業環境」において推計内容について記載していますが、給水収益は有収水量×供給単価で推計しています。
　有収水量は上記水需要の予測における推計を、供給単価については2019（令和元）年度の実績を用いています。

・給水申込負担金
　近年は、市内において住宅地等の開発が多く行われていたため給水申込負担金が増加傾向にありましたが、今後は減少に
向かうと見込んでいます。

・長期前受金戻入
　既存資産分については年度ごとの収益化額見込みを計上しており、新規資産分については住宅地等の開発による配管の受
贈等の収益化額見込みを計上しています。

・企業債
　本市は2019（令和元）年度末時点で企業債残高が0となっており、経常的な更新事業については内部留保資金で対応してき
ました。しかし、今後は送水管等の大規模事業を予定しているため、新規事業については原則として企業債を充てています。

・職員給与費
　現在の体制が維持されるものとし、2019（令和元）年度の実績が続くと見込んでいます。

・修繕費
　大きな増減のない経常的な経費であるため、2019（令和元）年度の実績が続くものと見込んでいます。

・委託料
　新たな委託方式の検討を進めますが、包括委託は現在でも導入済であるため、2019（令和元）年度の実績が続くものと見込ん
でいます。

・動力費
　受水が増えることで浄水場施設の運転形態は変化しますが、送水設備の新規稼働もあるため、2019（令和元）年度の実績が
続くものと見込んでいます。

・受水費
　水需要の上昇から、2021（令和3）年度に1,500㎥、2023（令和5）年度から2024（令和6）年度にかけて2,850㎥の増加を見込ん
でいます。

・減価償却費
　既存資産の減価償却費見込みに加えて、新規取得資産（建設改良費および受贈資産）の減価償却費見込みを計上していま
す。

・支払利息
　企業債借入予定に基づく支払利息を計上しています。
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

水道事業を取り巻く環境の変化に対応するため、定期的に検証を行い、必要に応じて見
直しを実施します。
また、投資計画と実績とのかい離や、投資計画自体に変更があった際などは、随時改定
を行っていきます。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

　管路、浄水場施設については、施設の適正な規模・能力を見極めたうえで、ダウンサイ
ジングなどの検討を今後も続けていきます。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　管路、浄水場施設については、需要予測を踏まえた合理的な更新を行っているところ
ですが、水需要に合わせたスペックダウンなどの検討を今後も続けていきます。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ） に
よ る 収 入 増 加 の 取 組

1988（昭和63）年度以降、建設改良費の財源は主に内部留保資金であり、企業債の借
入は実施していませんが、今後は事業規模等を参考にした適切な水準で企業債の活用
を図ります。

総務省における地方公営企業繰出金の基準内の繰入金は財政推計の中で見込まれて
います。

　2018（平成30）年度より印旛地域における末端給水事業の将来的な統合に関する研究
会が実施されており、「印旛地域の水道」としての将来像の検討を行ってきました。今後
も、関連する事業体との様々な連携強化の方策について検討していきます。

広 域 化

本計画期間内では受水費の増加や新規事業が見込まれており、現行の料金体系では
健全な経営を維持することは困難であることから、料金水準の見直しを検討する必要が
あります。

民間の資金･ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

国や県の補助金について最大限活用できるように、事業の実施時期などについて検討
を進めます。

企 業 債

従来より、内部留保資金の有効活用として国債・定期預金等による1年以内の運用を実
施してきましたが、今後は、資金需要を見極めたうえで中長期的な運用を積極的に進め
ていきます。

そ の 他 の 取 組

繰 入 金

　上下水道サービスのさらなる向上や業務の効率化を図るため、民間事業者のノウハウ
を活用した料金徴収や施設の維持管理等の個別業務を中心に外部委託を進めてきまし
たが、より一層効率的な運営形態を目指してPPP方式やPFI方式なども含め様々な外部
委託方式の研究を行います。

　効率的かつ効果的に施設を管理・更新し、将来にわたる更新需要に的確に対応するこ
とを目的としてアセットマネジメント手法を実践していますが、今後についても、ライフサイ
クルコストの縮減や施設の長寿命化を図るなど、アセットマネジメントの精度を高めてい
きます。
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グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均

全体総括

　今後の当市水道事業は、大幅な収益の増加が期待
できない中で、施設の更新需要がますます高まるこ
とが想定される。

　そのような状況の中でも水道事業を持続可能とす
るため、各種指標を用いて経営の健全性・効率性の
把握に努めるとともに、アセットマネジメントや経
営戦略などに基づく計画的・効率的な事業経営を実
践していくことが重要である。

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　当市の水道事業は全体として健全性・効率性を維
持していると考えられる。しかし、近年は水需要の
伸び悩みにより給水収益が横ばいであり、また、老
朽した施設(浄水場設備、配管など)の維持管理・更
新により費用の増加・預金の減少が続いていること
を考慮すると、今後は経営が厳しくなることが見込
まれる。

　個々の指標については、
　①「経常収支比率」、⑤「料金回収率」が低下
し、⑥「給水原価」が上昇しているが、これは主に
固定資産の関連費用（減価償却費など）が増加して
いるためであり、今後もこの傾向は続くものと考え
られる。なお、これらは類似団体平均値等と比較し
て良好な数値である。
　③「流動比率」は年度末の未払金の状況により大
きく増減するため変動が大きいが、良好な数値であ
る。なお、近年の状況として施設の更新に伴い預金
残高の減少が続いており、財源確保に注意をしてい
く必要がある。
　⑦「施設利用率」は類似団体平均値等と近い数値
となっており、おおむね横ばいで推移している。
　⑧「有収率」は類似団体平均値等と比較して高い
値で推移しており、管路が適切に維持管理されてい
ることを示している。

2. 老朽化の状況について

　当市の水道施設の老朽化は着実に進んでおり、特
に管路については、更新事業が老朽化に追い付いて
いない状況にある。市内の宅地開発等の時期を踏ま
えると、今後もその状況は続くと見込まれる。

　個々の指標については、
　①「有形固定資産減価償却率」は全国平均、類似
団体平均値等と比較して低い値となっており、良好
である。
　②「管路経年化率」は全体として上昇傾向にあ
る。また、大規模開発等により布設した管路が経年
化した年度（H28）では大きな上昇が見られる。
　③「管路更新率」は平均的な数値となっている
が、当該更新率では②「管路経年化率」が上昇する
結果となっており、計画的・効率的な更新に取り組
んでいく必要がある。

2. 老朽化の状況

－

- 97.28 97.41 2,310 94,178 34.90 2,698.51 【】

34.52 2,747.48 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
)

法適用 水道事業 末端給水事業 A4 非設置 94,843

経営比較分析表（令和元年度決算）
千葉県　四街道市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 0.55 0.38 0.58 0.58 0.98

平均値 0.71 0.71 0.75 0.63 0.63

100.00

105.00

110.00

115.00

120.00

125.00

130.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 126.19 127.68 123.41 120.63 115.38

平均値 112.69 113.16 112.15 111.44 111.17

39.00

40.00

41.00

42.00

43.00

44.00

45.00

46.00

47.00

48.00

49.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 42.57 42.99 43.30 43.55 44.06

平均値 46.27 46.88 46.94 47.62 48.55

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 6.97 18.02 18.25 18.95 19.46

平均値 10.93 13.39 14.48 16.27 17.11

①経常収支比率(％)

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.54 0.68 1.00 1.03 0.78

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 742.83 901.26 1,222.96 871.05 744.61

平均値 346.59 357.82 355.50 349.83 360.86

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 0.41 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 312.03 307.46 312.58 314.87 309.28

95.00

100.00

105.00

110.00

115.00

120.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 118.44 117.46 111.93 109.85 106.33

平均値 105.71 106.01 104.57 103.54 103.32

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

180.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 120.33 121.59 127.64 130.55 134.81

平均値 162.15 162.24 165.47 167.46 168.56

57.00

58.00

59.00

60.00

61.00

62.00

63.00

64.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 62.02 62.31 62.62 62.82 62.79

平均値 59.34 59.11 59.74 59.46 59.51

82.00

84.00

86.00

88.00

90.00

92.00

94.00

96.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 94.05 94.04 94.26 94.54 94.30

平均値 87.74 87.91 87.28 87.41 87.08

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【112.01】 【1.08】 【264.97】 【266.61】

【89.80】【60.00】【168.38】【103.24】

【49.59】 【19.44】 【0.68】

　
（
別
紙
１
）
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【四街道市水道事業　投資・財政計画（収支計画）】

●業務量
2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030
R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

給水人口（人） 94,860 95,100 95,330 95,560 95,790 95,860 95,920 95,980 96,000 96,030

年間給水量（千m3) 9,654 9,676 9,758 9,815 9,789 9,724 9,710 9,610 9,574 9,505

年間有収水量（千m3) 9,118 9,143 9,223 9,278 9,260 9,198 9,190 9,099 9,067 9,001
有収率（％） 94.4 94.5 94.5 94.5 94.6 94.6 94.6 94.7 94.7 94.7

●収益的収支（単位：千円）
2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030
R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

総収入 給水収益 1,306,566 1,310,228 1,321,685 1,329,580 1,658,706 1,647,592 1,646,205 1,629,939 2,030,068 2,015,358
その他営業収益 11,400 11,400 11,400 11,400 11,400 11,400 11,400 11,400 11,400 11,400
営業外収益 364,702 353,644 338,251 325,181 318,976 314,750 311,321 306,508 297,959 289,983

長期前受戻金戻入 238,526 234,028 225,195 218,685 212,480 208,254 204,825 200,012 191,463 183,487
受取利息及び配当金 1,211 1,211 1,211 1,211 1,211 1,211 1,211 1,211 1,211 1,211
給水申込負担金 119,680 113,120 106,560 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000
雑収益 5,285 5,285 5,285 5,285 5,285 5,285 5,285 5,285 5,285 5,285

特別利益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
計　① 1,682,668 1,675,272 1,671,336 1,666,161 1,989,082 1,973,742 1,968,926 1,947,847 2,339,427 2,316,741

総費用 人件費 112,644 112,644 112,644 112,644 112,644 112,644 112,644 112,644 112,644 112,644
修繕費、工事請負費 88,532 88,532 88,532 88,532 88,532 88,532 88,532 88,532 88,532 88,532
委託料 237,203 237,203 237,203 237,203 237,203 237,203 237,203 237,203 237,203 237,203
動力費 111,818 111,818 111,818 111,818 111,818 111,818 111,818 111,818 111,818 111,818
受水費 229,220 229,220 252,833 392,539 392,539 392,539 393,615 392,539 392,539 770,179
その他営業費用 56,411 56,411 55,950 53,132 53,132 53,132 53,132 53,132 53,132 45,552
減価償却費 719,281 763,441 788,640 801,347 812,116 834,994 822,523 839,666 854,442 883,185
資産減耗費 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000
支払利息 0 106 1,366 5,376 10,505 11,825 13,102 14,908 18,321 21,042

（旧債） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（新債） 0 106 1,366 5,376 10,505 11,825 13,102 14,908 18,321 21,042

その他特別損失
その他費 1,354 1,354 1,354 1,354 1,354 1,354 1,354 1,354 1,354 1,354
計　② 1,591,461 1,635,728 1,685,340 1,838,944 1,854,842 1,879,040 1,868,923 1,886,796 1,904,984 2,306,508

損益 ①-② 91,207 39,544 △14,004 △172,783 134,240 94,703 100,003 61,052 434,443 10,233 

供給単価（円/m3) 143.3 143.3 143.3 143.3 179.1 179.1 179.1 179.1 223.9 223.9

給水原価（円/m3) 148.4 153.3 158.3 174.6 177.4 181.6 181.1 185.4 189.0 235.9

●資本的収支（単位：千円）
2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030
R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

資本的 企業債 13,288 157,960 506,880 663,760 209,680 211,440 284,480 494,800 424,920 16,000
収入 出資金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

国庫補助金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
負担金 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000
計 17,288 161,960 510,880 667,760 213,680 215,440 288,480 498,800 428,920 20,000

資本的 建設改良費 1,060,523 1,252,990 1,134,135 1,358,435 1,226,705 978,400 1,069,700 1,398,500 1,386,105 761,005
支出 企業債償還金 0 443 5,708 22,604 44,730 51,719 58,767 68,250 84,743 98,907

（旧債） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（新債） 0 443 5,708 22,604 44,730 51,719 58,767 68,250 84,743 98,907

計 1,060,523 1,253,433 1,139,843 1,381,039 1,271,435 1,030,119 1,128,467 1,466,750 1,470,848 859,912
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